
事業内容
各教育事務所において地域教育推進委員を委嘱し、同委員が主体となった教育活動の実践の他、地域で子
どもたちを育む活動を行っている団体や関係機関とのネットワーク構築、地域の教育課題に対応した活動
への支援により地域の教育力の向上を図る。

・県は、各地域の抱える多種多様な地域の教育課題及び取組を集約し、参考事例として
各地域に普及する等、先導的・広域的に実施している。
・地域教育推進委員の委嘱にあたっては、各教育事務所において、管内の市町教育委員
会からの推薦により委員を委嘱するなど、連携を図っている。

有 効 性

効 率 性

・地域住民が主体となって地域の教育課題に対応していくためには、市町教委、
関係団体とのネットワークの構築や広報等、住民主体ではできない取組のフォ
ローや、各地域の教育課題に即した教育活動を企画立案することが必要である。

・各地区で開催される地域教育推進会議において、市町間及び地域の諸団体の連
携が図られ、活動に広がりが見られている。
・地域での実践活動の参加者が増え、世代を超えたつながりが生まれている。

民間移譲

廃止 縮小 統合

民間委託市町移譲

凍結(休止)

負担割合変更 事務改善

継続 実施手法の見直し

その他ＰＦＩ

延長 終期設定

・推進会議の開催回数や実践活動の活動費を見直すなど、より効率的な運営に努めてい
る。
・全県フォーラムの開催やリーフレットの配布等により、地域教育推進委員による実践
活動を広く紹介するなど広報に努め、実践活動の参加者数の増加に努めている。
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地域に応じた教育課題への対応

地域の教育課題に対応した教育力推進事業
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民間・市町との役割分担

受益と負担の適正化

・推進会議開催時の委員の旅費などは県が負担。
・小委員会活動や実践活動においては、県が会場借上に係る経費等最低限の必要
経費を負担する以外は、委員及び参加者が必要経費を負担。
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地域の実情に応じた教育課題に対応して、行政・学校・地域がそれぞれの役割を果たし、地域全体
で子どもを育む機運を醸成する。
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[目標設定理由]各地域において教育活動に継続的に
取り組む人材を確保し、地域の教育活動を活性化す
るため
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・会議回数のさらなる見直しや実践活動の内容の精選、ネットワークを生かした地域内の連携など
より効果的な活動について引き続き検討の上実施。

実施手法の
見直し内容


